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「国立大学」が「国立大学法人」に変わってから、11年が

経過した。現在の国立大学は、6年間を一つのサイクルと

して中期目標を設定しており、平成28年度には、3回目の

サイクル、「第3期中期目標期間」がスタートする。本稿で

は、第3期中期目標期間のスタートに向けて進めている国

立大学改革の背景、趣旨を述べたうえで、いくつかの特色

ある大学の取り組みの一端をご紹介したい。

「ミッションの再定義」と国立大学改革プラン

図表1は、これまでの国立大学の歩みをまとめている。

国立大学が平成16年に法人化され、制度へ適応する「始動

期」から始まり、平成22年度からの第2期においては、法

人化の長所を生かした改革を本格化する時期であった。

が、国立大学改革を進める傍らで大学を取り巻く環境を

見てみると、少子高齢化の進展、世界のボーダーレス化に

よるグローバルへの対応、新興国の台頭等による競争の

激化など、急激に社会が変化する時代に入り、この流れの

中でどのような役割を果たしていくのかが改めて問われ

る状況になった。

このような中、第3期に向けた改革を進めるため、平成

25年11月に国立大学改革プランをとりまとめた。このプ

ランでは、第3期に目指す国立大学のあり方として、「各大

学の強み･特色を最大限に生かし、自ら改善･発展する仕

組みを構築することにより、持続的な“競争力”を持ち、高

い付加価値を生み出す国立大学」を掲げ、機能強化を実現

するための喫緊の課題である「強み･特色の重点化」「グ

ローバル化」「イノベーション創出」「人材養成機能の強

化」に焦点を当て、取り組みを進めることを打ち出した。

また、第3期には、大学が自主的･自律的に改善･発展をし

ていくことが極めて重要であることから、このような取り

組みを促す仕組みを構築するため、第2期後半の3年間を

「改革加速期間」として、5つの取り組みを重点的に進める

こととした。

この改革加速期間における取り組みの一番目として

掲げたのが、「社会の変化に対応できる教育研究組織づ

くり」である。この組織の見直しを進めるに当たって、

平成24年度から、各大学と文部科学省が意見交換を行

い、研究水準、教育成果、産学連携等の客観的データに基

づき、各大学の強み･特色･社会的役割を整理する「ミッ

ションの再定義」を行った。この内容を踏まえ、文部科

学省では、各分野における振興の観点を平成26年7月に

提示し、各大学では、分野ごとの「ミッション」を踏まえ、

学部･研究科等を越えて、人材や予算、施設･スペース等

の学内資源を最適化する取り組みを進めて頂いている。

文部科学省においてもこうした取り組みのほか、大学の

枠を越えた連携や教育機能強化等に対し支援を行うこ

とにより、各大学の第3期に向けた新たな組織づくりへ

とつながっている。

このほか、本稿では詳細を割愛するが、年俸制やクロス

アポイントメント制度を活用した人事給与システム改革、

平成27年4月に施行された学校教育法･国立大学法人法

の一部改正法によるガバナンス改革も重要なポイントと

なっている点は触れておきたい。

国立大学改革プランでは、各大学が改善に取り組んだ

内容を第3期に実装するため、第3期の中期目標･中期計

画の策定に関し、平成26年度中に組織業務の見直しに関

する視点を提示し、平成27年度には中期目標･中期計画の

見直し方針を提示すること、また、改革加速期間中の取り

組みの成果を基に、国立大学法人運営費交付金の配分方

法等と各大学の取り組みに応じた評価方法について検討

することとしている。

第３期中期目標･中期計画の策定の本来の趣旨とは

国立大学の中期目標･中期計画は、中期目標期間の6年

間の各大学の活動目標を網羅的に示す重要なものであ

る。この策定に当たっては、大学の自主性･自立性を尊重

する観点から、一般の独立行政法人制度と異なり、各大学

が自ら中期目標･中期計画の素案を策定することとなって

リクルート カレッジマネジメント195 / Nov. - Dec. 2015 リクルート カレッジマネジメント195 / Nov. - Dec. 2015

「ミッションの再定義」を経て、
「社会変革のエンジン」へ

　この6月末に、27年度から始まる国立大学の第３期中期目標・中期計画の素案が文部科学省へ提出された。
今回の素案は、国立大学改革プラン（2013年）の「各大学の強み・特色を最大限に生かし、自ら改善・発展する仕
組みを構築することにより、持続的な「競争力」を持ち、高い付加価値を生み出す国立大学へ」という方向性を受
けて、各大学がどのような「機能」を強化し、計画を打ち出していくかが注目される。一方で、提出直前に文科省
から発出された「国立大学法人等の組織及び業務全般の見直しについて」の通知の内容が、国立大学のみなら
ず多くの大学関係者に波紋を呼んでいる現状もある。
　本特集では、実際に提出された中期計画素案の内容も踏まえて、第３期に向けた見直しのポイントがどこにあ
り、各大学の機能強化の取り組みはどのように計画されているのかを、文部科学省高等教育局の吉田光成氏に
おまとめいただいた。

吉田光成 文部科学省高等教育局国立大学法人支援課企画官
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いることから、まず組織及び業務全般に関する見直しの

視点を国立大学法人評価委員会から平成26年9月に提示

頂き、これを踏まえて平成27年6月に通知を発出した。

その内容は教育研究の質の向上や法人のガバナンスの

充実から、法科大学院、附属病院や附属学校の機能の充実

･強化まで幅広く盛り込まれている。このため、この通知

の内容は、全法人を対象に見直すべき点を全般的に示し

たものであり、全ての項目が個々の法人に一律に当てはま

るものではなく、各法人の状況に応じて該当する内容は

異なってくるものである。こうした内容と併せて特に今

回強調しているのは、大学として特に重視する取り組み

について、明確な目標を定め、その目標を具体的に実現す

るための手段を策定し、その手段が遂行されているかど

うかを検証することができる指標を設定すること、いわゆ

るPDCAを意識した目標設定を行う点と、より戦略性が

高く意欲的な目標･計画を積極的に設定することを期待

している点にあるといえる。これらは、中期目標･中期計

画を設定する本来の趣旨を実質化していくためにも極め

て重要な作業であるが、第2期までは必ずしも十分であっ

たとは言えない点があった。今回実際に各法人から提出

人文・社会科学、学際・特定分野は、人間の営みや様々な社会事象の省察、人間

の精神生活の基盤の構築や質の向上、社会の価値観に対する省察や社会事

象の正確な分析など重要な役割を担っている。また、学際・特定分野は、その

学際性・個別分野の個性等に鑑み、社会構造の変化や時代の動向に対応した

融合領域や新たな学問分野の進展等の役割が期待されている。

  特に、成熟社会の到来、グローバル化の急激な進展等の社会構造の変化を

踏まえ、教養教育を含めた教育の質的転換の先導、理工系も含めた総合性・融

合性をいかした教育研究の推進、社会人の学修需要への対応、当該分野の国

際交流・発信の推進等、各分野の特徴を十分に踏まえた機能強化を図る。

  具体的には、養成する人材像のより一層の明確化、身に付ける能力の可視

化に取り組む。また、既存組織における入学並びに進学・就職状況や長期的

に減少する傾向にある18歳人口動態も踏まえつつ、全学的な機能強化の観

点から、定員規模・組織の在り方の見直しを積極的に推進し、強み・特色を基

にした教育・研究の質的充実、競争力強化を図る。

　教員養成大学・学部については、今後の人口動

態・教員採用需要等を踏まえ量的縮小を図りつつ、

初等中等教育を担う教員の質の向上のため機能

強化を図る。具体的には、学校現場での指導経験

のある大学教員の採用増、実践型のカリキュラム

への転換（学校現場での実習等の実践的な学修の

強化等）、組織編成の抜本的見直し・強化（小学校

教員養成課程や教職大学院への重点化、いわゆる

「新課程」の廃止等）を推進する。

人文・社会科学、学際・特定分野 教員養成分野

各国立大学が機能強化に取り組むための出発点として、各大学の強みや特色、社会的役割を明らかにし、社会の要請に応
えていくために、大学の自主的・自律的な取組を尊重しながら、各国立大学と文部科学省が、意思疎通の連携を行いつつ、
共同して「ミッションの再定義」を実施（平成 24 ～ 25 年度）。これを踏まえ、各分野における振興の観点を整理

図表２　ミッションの再定義における振興の観点

頂いた素案を見ると、客観的な指標の設定や戦略性の高

い目標設定については、各法人の努力と意欲的な内容が

盛り込まれていることがうかがえる。

一方で、この通知に関しては、特に組織の見直しについ

て、これまで進めてきた本来の見直しの趣旨とは異なる

捉え方がされてしまった点があった。改めて文部科学省

の考え方「新時代を見据えた国立大学改革」の概要をここ

で示しておきたい。

■新時代を見据えた国立大学改革（概要）

世界規模で急激に変化する社会の中で、今、我が国は、

科学技術イノベーションの創出、グローバル化を担う人

材の育成、震災の経験を活かした防災対策、高齢化と人口

減少の克服、活力ある地方創生等、大きな課題に直面して

いる。国立大学は若者の育成に重要な役割を果たす国の

中核機関である。変化を柔軟に受け止め、教育組織の在

り方の見直しを含め、積極的に自己改革を進めることが求

められている。

そういった状況の中で、従来型の教育を続けていて、新

しい時代に求められる「真の学ぶ力」を育てられるだろう

か。教育の質的転換は不可欠だ。初等中等教育改革とと

もに、大学における教育改革を、高大接続改革の視点に

立って一体的に進めることが重要で、国立大学には改革

をリードしてほしいと考えている。

既にこうした課題に果敢に挑戦している国立大学がある。

例えば、宇都宮大学は、平成28年度に地域デザイン学

科を新設する予定だが、教育学部（新課程廃止）と工学部

の定員を再配分し、社会制度や防災など重層的な地域課

題に対応できる人材を養成しようとする計画だ。

新時代のニーズと各大学が培ってきたリソースを踏ま

え、文理の枠組を超えて、グローバル化、イノベーション、

地方創生など我が国が直面する重要課題に対応した新学

部を作ったり、海外大学と連携して国際的な教育研究拠

点となることを目指したりする動きも次々に出てきてい

る。こうした改革の芽は是非伸ばしていただきたい。（平

成28年度に向けての各大学の構想では、全体の約1割、約

150の学科が再編される予定である。）

今回の通知は、国立大学がどういう教育を行い、学生を

どう鍛えるか、そのための組織は今のままでよいのか、全

ての組織を対象に、大学自ら見直しを行っていただきたい

というのがその趣旨である。

文部科学省は、国立大学に人文社会科学系の学問は不

要とは考えていないし、すぐに役に立つ実学のみを重視し

ようとしている訳でもない。予測困難な時代を生き抜く

ためには、答えのない問題に対して自らの力で主体的に

解決していく力、リベラルアーツ教育を通じて人間性の幅

や厚みを身につけさせることが必要だ。人文社会科学系

の学問はその重要な一翼を担うものである。（図表2参照）

一方で、特に教員養成大学・学部と人文社会科学系を取

り上げているのは、教育の面から改善の余地が大きいと

考えるためだ。

・ 教員養成大学・学部については、教員養成を目的としな

い「新課程」を廃止し、教員養成の質の向上に注力して

いくことが課題である。

・ 人文社会科学系は、専門分野が過度に細分化されている

こと（たこつぼ化）や、学生に社会を生き抜く力を身につ

けさせる教育が不十分であること（学修時間の短さ、リ

ベラルアーツ教育の不十分さ）等が社会一般だけでな

く学術界からも指摘されている。養成する人材像を明

確化して、それを踏まえた教育課程を実施できる組織

であるかが課題だ。

新時代の大学教育の形や組織の在り方について、各大学

には英知を絞ってほしい。文部科学省は、新時代を見据え

た改革に取り組む大学を積極的に支援していく考えだ。

国立大学法人運営費交付金の配分方法の見直し

国立大学法人運営費交付金は、現在の国立大学を財政

的に支える最も基盤的な経費であり、国立大学改革を第3

期において実装するうえで、どのような配分方法を行うの

かは大きな課題である。第2期の見直しとは異なり、今回

は有識者による議論をオープンな場で行い、方向性を示

して頂いたうえで具体的な設計を行うこととした。「第三

期中期目標期間における国立大学法人運営費交付金の在

り方に関する検討会」では、平成26年11月から10回にわ

たり議論を行い、翌年6月に審議まとめを公表した。

このまとめにおいては、第3期に国立大学が目指す姿

や、継続的に運営費交付金が減少する中で第2期の配分方

法が十分に機能しなかったことを踏まえ、よりきめ細かな

配分方法を実現し、その透明性を高めることが提言され

た。改善のポイントは大きく2点であり、1点は、予算上、3

つの重点支援の枠組みと国立大学に共通する課題等に関

し重点支援を行う仕組みを導入すること、もう1点は、学

長がリーダーシップを発揮しながら学内資源配分等の見

直しを促進するため、学長の裁量による経費を新たに区

分して設けること、である。

図表3をご覧頂くと、財政面では学部等の構成によって

国立大学もいくつかのグループに分けることができるが、

それぞれの収入や支出の状況は大きく異なっている。こ

のような状況の下、基盤的経費という運営費交付金の性

格に基づき各大学の運営を担保しつつ、それぞれの強み･

特色を強化するという改革の方向性の実現を考えた場

合、86ある国立大学には複数の枠組みを設けることでよ

りきめ細かく支援を行っていくことを明確に示すことが

適切であると考えたところである。このような枠組みは

大学の活動を制限するという意見もあるが、この選択は
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期の運営費交付金の仕組みにおいては、評価方法にも工

夫を加えることとした。重点支援については、これまでの

実績をベースとして各大学がビジョンと戦略、その進捗

を計る指標を設定し、取り組みの進捗状況確認と合わせ

て指標を活用した評価を実施することを想定している。

また、学長裁量経費については、裁量経費の性格を考慮

し、一定期間取り組んだ内容を評価する方法を取り入れ

ることとしている。いずれについても、各大学が自ら設定

した中期目標の達成に向け、創意工夫の取り入れやすい

方法を工夫しつつ、予算配分に資するようにしていきた

いと考えている。

3 各大学の機能強化の取り組み

重点支援の３つの枠組みによる機能強化

今回の運営費交付金の見直しにより、3つの重点支援の

枠組みを各大学が自ら選択し、文部科学省が支援を行う

ことになる。平成28年度の概算要求においては、86大学

全てがいずれかの枠組みを選択し、その結果は図表4の通

りとなった。

重点支援①には、地方に所在する総合大学、単科大学を

中心に最も多くの55大学が選択した。例えば熊本大学で

は、発生医学やエイズ学研究等の世界レベルの先端研究

を先鋭化することで大学全体の機能強化を先導し、次世

代を担う研究領域を育むとともに、人材育成のパラダイ

ムシフトを敢行し、地域の問題をグローバルに考える人

材育成を推進することを掲げ、これらの教育･研究成果を

積極的に地域に還元することにより、これからの地域創

生の中核となる“地域に根ざし、グローバルに展開する未

来志向の研究拠点大学”を目指している。3つの戦略の一

つ、「熊本大学の“特色”を生かした「くまもと」の4つの豊

かさへの貢献」では、地域課題に対する最適な知的･人的

資源の提供プロセスを決定するシステムを「くまもと地方

産業創生センター」に構築し、経済、環境、文化、知識の4つ

の豊かさに貢献する取り組みを構想している。また、熊本

大学で注目したいのは、評価指標の設定方法であり、例え

ば強み･特色のある研究分野では、世界のトップ大学の実

績をベンチマークとして、第3期の到達目標を設定してい

る等の工夫がされている。

重点支援②は、特色のある専門系の大学を中心に15大

学が選択をした。東京芸術大学は、我が国唯一の国立総

合芸術大学の強み･特色を踏まえ、「世界」と「日本」の2つ

の視点を戦略実行に係る「ダブルスタンダード」として、

「世界的」でもあり「全国的」でもあるオンリーワンの教育

研究を推進すべく、3つの戦略を掲げる。ロンドン芸術大

学、パリ国立高等音楽院等と連携した国際共同カリキュ

ラムの構築や飛び入学を起点とした早期教育プログラム

の導入等を通じた世界トップアーティストの戦略的育成、

国内全域の芸術文化潜在力を生かした全国的な活動の展

開、国際プレゼンス向上や教育研究成果を国際芸術市場

に戦略的にプロモートするシステムの構築等に取り組む

こととしている。

重点支援③は、研究力に実績のある大学を中心に16大

学が選択をした。九州大学では、全ての分野で世界ラン

北海道教育大学
室蘭工業大学
小樽商科大学
帯広畜産大学
旭川医科大学
北見工業大学
弘前大学
岩手大学
宮城教育大学
秋田大学
山形大学
福島大学
茨城大学
宇都宮大学
群馬大学
埼玉大学
横浜国立大学
新潟大学
長岡技術科学大学

上越教育大学
富山大学
福井大学
山梨大学
信州大学
岐阜大学
静岡大学
浜松医科大学
愛知教育大学
名古屋工業大学
豊橋技術科学大学
三重大学
滋賀大学
滋賀医科大学
京都教育大学
京都工芸繊維大学
大阪教育大学
兵庫教育大学
奈良教育大学

和歌山大学
鳥取大学
島根大学
山口大学
徳島大学
鳴門教育大学
香川大学
愛媛大学
高知大学
福岡教育大学
佐賀大学
長崎大学
熊本大学
大分大学
宮崎大学
鹿児島大学
琉球大学
　　55 大学

筑波技術大学
東京医科歯科大学
東京外国語大学
東京学芸大学
東京芸術大学
東京海洋大学
お茶の水女子大学
電気通信大学
奈良女子大学
九州工業大学
鹿屋体育大学
政策研究大学院大学
総合研究大学院大学
北陸先端科学技術大学院大学
奈良先端科学技術大学院大学
　　　　　　　　　　15 大学

北海道大学
東北大学
筑波大学
千葉大学
東京大学
東京農工大学
東京工業大学
一橋大学
金沢大学
名古屋大学
京都大学
大阪大学
神戸大学
岡山大学
広島大学
九州大学
　　16 大学

主として、専門分野の特性に配慮しつ
つ、強み・特色のある分野で地域という
より世界・全国的な教育研究を推進す
る取組を中核とする国立大学を支援

主として、卓越した成果を創出して
いる海外大学と伍して、全学的に卓
越した教育研究、社会実装を推進す
る取組を中核とする国立大学を支援

主として、地域に貢献する取組とともに、専門分野の特性
に配慮しつつ、強み・特色のある分野で世界・全国的な教育
研究を推進する取組を中核とする国立大学を支援

重点支援① 重点支援② 重点支援③

図表４　平成 28 年度国立大学法人運営費交付金における３つの重点支援枠について
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図表３　国立大学法人の財務状況

大学が行うこととし、その選択を尊重することとした。ま

た、多くの大学では、既に学長名を付したプランやビジョ

ンを通じ、重点的に取り組む内容を内外に分かりやすく

発信することが行われているように、中期目標･中期計画

に網羅的に記載された内容のうち、どの取り組みをどの

タイミングで実施するのかは、戦略的な法人運営と大きく

関わっている。こうした重点的な取り組みを財政面でも

明示したうえで、文部科学省が支援することが各大学の

マネジメント強化に役立つと考えている。

また、学長の裁量による経費は、これまでも学内で確保

されてきていたが、運営費交付金が減少する中では経費

の捻出が難しくなり予算の硬直化を招くこととなるため、

第3期には改革を進めるうえで必要な大学全体に活用す

る経費として新たに区分を設けることとした。

さらに、評価についても、国立大学、文部科学省とも十

分な経験が蓄積できている状態とはいえないが、世界ラ

ンキング等の最近の状況を鑑みれば、日本の大学に合っ

た評価方法を模索していく取り組みは重要である。第3
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キング100位以内に躍進することを目標に、第3期には卓

越した成果を創出している海外大学と伍して、全学的に

世界で卓越した教育研究、社会実装を推進することを目

指している。具体的には、マサチューセッツ工科大学等

の世界トップレベルの海外大学等とのネットワーク形成

やグローバル人材育成を目的とした新学部の設置等によ

る国際的評価の向上、基幹教育を基盤に学部専攻教育か

ら大学院教育に至る体系性のあるカリキュラムの再構築

等を通じた教育力の向上、久山町コホート研究、水素エネ

ルギー研究等の特色ある研究分野を軸とした先端･融合

研究や独創的･学際的な学問領域の研究等を推進し、人類

が直面する課題解決につながる最先端研究と実証実験等

を通じて、オープンイノベーションの中核となる研究成果

の実用化、社会実装へとつなげる構想である。

このように、各大学においては、これまでの実績を生か

し、各大学の置かれた状況を分析しながら、今後の6年間

の展望を描いており、今後の活動に期待の持てる内容と

なっている。

新たな教育研究組織の創設が、大学を活性化させる

また、第3期がスタートする平成28年度には、数多く

の大学で学部･大学院の教育研究組織の再編が予定され

ている。近年、設置または設置予定の主な新学部を示し

たのが図表5である。第2期に入り、平成24年度に設置

された山梨大学生命環境学部から始まり、平成26年度に

は鉱山学の伝統を生かして設置された秋田大学国際資

源学部や、地域性を生かして人文社会科学系グローバル

人材を育成する長崎大学多文化社会学部、平成27年度に

は地域の課題対応という同様の観点がありつつ、「協働

を通じた地域活性化を担う人材」に着目した高知大学地

域協働学部と「国際社会や科学技術に関する総合調整に

貢献する人材」に着目した山口大学国際総合科学部がそ

れぞれ誕生した。平成28年度には、さらに8学部が新設

の予定である。特定の専門分野による学部ではなく、地

域の特色や社会的課題と向き合う人材育成を目指し、芸

術、地場産業、農林水産業、社会福祉、まちづくり等に着

目した多彩なラインアップとなった。また、千葉大学で

は、日本発の文化や先端技術を理解し、国際課題の発見･

解決能力を有するグローバル人材を育成する国際教養

学部の設置が予定されている。なお、宇都宮大学、宮崎

大学等では、地域の高等教育機関の事情から、廃止され

る教育学部の「新課程」がいわゆる事務系人材の重要な

育成機関となっていたことを踏まえ、新学部においても

人文社会科学分野を重要な要素としてカリキュラム編

成が行われている。

第3期には、これらにとどまらず、平成29年度以降も新

たな学部や大学院、研究所等の再編が予定されている。

こうした新たな学部のメリットは、これまでと異なる挑戦

の場を提供してくれることにある。新たな場での刺激が

全学的に影響を及ぼすことは必至であり、大学の創意工

夫による今後の動きに大いに期待したい。

4 第３期のキーワードは「組織による経営力」

文部科学省では、この6月に「国立大学経営力戦略」を発

表した。ここで「経営力」という言葉を使用しているのは、

第3期以降も国立大学がより一層活躍していくためには、

“経営”の観点からも一定の自立性を確保することが必要

であるためであり、これは国立大学の法人化が目指して

いたことをさらに実装していくために最も鍵を握ると考

えたからである、と個人的には理解している。

そして、「組織による経営力」を考えるうえでは、国との

関係にとどまらず、「国立大学は社会と共にある」ことを考

えなければならない。そのステークホルダーは国民全体

といえる。我が国社会の活力や持続性を確かなものとす

るうえで、新たな価値を生み出す礎となる「知」とそれを担

う人材が重要であることは論を俟たない。これらを生み

出す大学において、これまでの蓄積を生かし、新しい時代

の教育研究の形をどのように創っていくか。各国立大学

は、英知を絞って頂きたいと考えている。社会が大きく変

貌している現在、国立大学も「社会変革のエンジン」とし

て「知の創出機能」を最大限に高められるよう、自ら変わら

なければならない時期に来ていると言えよう。文部科学

省は、平成25年11月の「国立大学改革プラン」の策定以降、

各国立大学と共に、その強み、特色、社会的役割を踏まえ

ながら、これからの時代の新たなニーズと真摯に向き合う

国立大学を目指し、機能強化の取り組みを進めてきた。こ

れらは18歳人口の減少が本格化する前に個々の大学が体

力のある組織づくりを行うことでもあり、大学に存在する

有望な“芽”を育てる教育研究の自由を戦略的に確保する

ことにもつながる。そして、このような組織づくりは、「社

会の力」を得た大学自身でしかなしえない。国立大学改

革は、まさに第3ステージに入る。これからも、全ての国

立大学が構想力を発揮し、主体的・戦略的な改革に取り組

んで頂くことを期待しており、引き続き大学との丁寧な議

論を重ねていきたいと考えている。
※H28に関しては、現在構想中であり、内容の変更が有り得る 

医療と福祉を融合し､｢地域包括ケ
ア｣を実践できる高度な専門性を有し
たマネジメント力を有したリーダーを養
成【県内の自治体と連携し､医療･福
祉地域現場での臨床実習の実施】 

大分大学　 
福祉健康科学部 
（H28予定） 

国際社会及び科学技術に関する複
眼的・総合的な諸問題の調整･解決
に貢献する人材を養成【長期留学
の必修化、デザイン思考を備え、自治
体・企業と連携した課題解決型プロ
ジェクトの実施】 

山口大学 
国際総合科学部 

（H27） 

地域の行政・産業の課題解決のた
め、協働を通じて産業振興や地域活
性化を担う人材を養成【県内の自治
体・企業と連携して徹底した実習とス
テークホルダー参画型の学部運営
を実施】 

高知大学　 
地域協働学部 
（H27） 

地域の諸課題を国際的な視野で解
決し、持続発展に寄与できる能力を
持つ人材を養成【県内の自治体･企
業等と連携し､地域課題探究･解決
に取り組むアクティブラーニングを展
開】 

福井大学　 
国際地域学部 
（H28予定） 

新たな資源技術と将来の資源・エネ
ルギー戦略の発展・革新を担うグロ
ーバル人材を養成【海外の資源フィ
ールドを活用したグローバル実習の
実施】 

秋田大学　 
国際資源学部 
（H26） 

産業･文化の振興といった地域ニー
ズを踏まえ､アートを通じて地域社会
に活力を与えられる人材を養成【自
治体と連携したフィールド実習､佐賀
県有田窯業大学校の資源を活用し
た実践教育】 

佐賀大学 
芸術地域デザイン学部 

（H28予定） 

地域資源に新たな価値を創成し、成
長産業の振興と地域活性化を図る
ため、畜産・農業・観光等の地域資
源のマネジメント人材を養成【県内の
自治体・企業等と連携し中山間地等
での課題解決型実習を実施】 

宮崎大学　 
地域資源創成学部 
（H28予定） 

フィールドワークを重視し､水･紙産業
の振興など地域社会の持続的発展
を担う人材を養成【県内の自治体・
企業と連携し、新たな寄附講座の設
置とコンソーシアムの構成】 

愛媛大学 
社会共創学部 
（H28予定） 

ヘルス・フード・アグリとバイオを融合し
た生物資源を活用した6次産業化
及び産業創出人材を養成【徳島県
の農場を活用し、県内の自治体・企
業等と連携した実践型フィールド実
習の実施】 

徳島大学　 
生物資源産業学部 
（H28予定） 

政治・経済、文化、社会活動分野等
で存在感をもって国際的に活躍でき
る人文社会科学系グローバル人材
を養成【海外体験の必須化や長崎
県の特性を踏まえたオランダ特別コ
ースの設置】 

長崎大学　 
多文化社会学部 

（H26） 

果樹栽培やワイン産業など地域産
業の特性を踏まえ、持続的な食料生
産と供給を担う幅広い視野を有した
人材を養成【ワイン生産など地域資
源を活用した実践的な活動を実施】 
 

山梨大学　 
生命環境学部 
（H24） 

新しい｢観光学｣の創造を目指して､
幅広い教養､日本文化への理解と
知識、外国語運用能力を備えた人材
を育成【経営･法律･人文･情報など
が連携し｢観光学｣を構成、国内外イ
ンターンシップなどを充実】 

和歌山大学 
観光学部 
（H20） 

科学的基礎知識を踏まえて日本発
の文化や先端技術を理解し、課題
発見・解決能力を有したグローバル
人材を養成【短期留学の必修化や
飛び入学の実績等を踏まえた国際
先進科学プログラムの実施】 

千葉大学　 
国際教養学部 
（H28予定） 

社会制度、まちづくり、防災・減災など
の重層的・複合的な地域課題に対
応できる人材を養成【県内の自治体・
企業等と連携し、全学生が参加する
地域プロジェクト演習の実施】 

宇都宮大学　 
地域デザイン科学部 

（H28予定） 

文理の枠組を超えて、 
グローバル化、イノベーション、 

地方創生など 
我が国が直面する重要課題に 

対応 

図表５　国立大学における主な学部設置の状況
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